
法人市民税の更正の請求書

郵便官署消印 法人番号
処理
事項

所在地

（℡　　　　　　　　　　　　　　）

法人名
フリガナ

税 率 14.7/100 又は 12.3/100 14.7/100 又は 12.3/100

平成　　年　　月　　日

我 孫 子 市 長 あ て

第 ２ ０ 条 の ９ の ３

第 ３ ２ １ 条 の ８ の ２

代表者名
印

経理責任
者 氏 名

摘 要 更正の請求前 更正の請求後

地方税法 の規定に基づき、次のとおり更正の請求をします。

更 正 の 請 求 の 対 象 事 業 年 度平成 　　 年 　　 月  　　日から平成 　　 年 　　 月  　　日まで

所 得 に 対 す る 法 人 税 額

分割基準（

我 孫 子 市 の 課 税 標 準 額

課
税
標
準
等

円

／　　　　　　　　人

円

円

／　　　　　　　　人

円

法 人 税 割 額 円 円

差 引 還 付 法 人 税 割 額 ① 円

月 数 月月

均 等 割 額 円 円

国の税務官署の更正の通知日

平成　　　年　　　月　　　日

平成　　　年　　　月　　　日

差 引 還 付 均 等 割 額 ② 円

還 付 請 求 税 額 ① + ② 円

更 正 の 請 求 を す る 理 由

(注)　地方税法第321条の8の2(更正の請求の特例)の規定による更正の請求をする場合は、法人
税の更正決定通知書（写）を添付してください。

関
与
税
理
士

氏
　
名
　
印

（
℡
　
　
　
　
　
　
　

）

還付を受けようとする金融機関          　　　 銀行         支店  口座番号(普通･当座)

地方税法第20条の9の3第1項の更正の請求の場合

地方税法第321条の8の2の更正の請求の場合

法 定 納 期 限

我孫子市が支店等
の場合は本店所在
地と併記

我孫子市の
従業者数

／全従業者数）

受付印

（提出用）



(注)　地方税法第321条の8の2(更正の請求の特例)の規定による更正の請求をする場合は、法人
税の更正決定通知書（写）を添付してください。

（
℡
　
　
　
　
　
　
　

）

還付を受けようとする金融機関          　　 　銀行         支店  口座番号(普通･当座)

地方税法第20条の9の3第1項の更正の請求の場合法 定 納 期 限 平成　　　年　　　月　　　日

地方税法第321条の8の2の更正の請求の場合国の税務官署の更正の通知日 平成　　　年　　　月　　　日

更 正 の 請 求 を す る 理 由

関
与
税
理
士

氏
　
名
　
印

均 等 割 額 円 円

差 引 還 付 均 等 割 額 ② 円

還 付 請 求 税 額 ① + ② 円

差 引 還 付 法 人 税 割 額 ① 円

月 数 月 月

税 率 14.7/100 又は 12.3/100 14.7/100 又は 12.3/100

法 人 税 割 額 円 円

課
税
標
準
等

所 得 に 対 す る 法 人 税 額 円 円

分割基準（ ／　　　　　　　　人 ／　　　　　　　　人

我 孫 子 市 の 課 税 標 準 額 円 円

更 正 の 請 求 の 対 象 事 業 年 度平成 　　 年 　　 月  　　日から平成 　　 年 　　 月  　　日まで

摘 要 更正の請求前 更正の請求後

地方税法
第 ２ ０ 条 の ９ の ３

の規定に基づき、次のとおり更正の請求をします。
第 ３ ２ １ 条 の ８ の ２

代表者名
印

経理責任
者 氏 名

所在地

（℡　　　　　　　　　　　　　　）

平成　　年　　月　　日

法人名
フリガナ

我 孫 子 市 長 あ て

法人市民税の更正の請求書

処理
事項

郵便官署消印 法人番号

我孫子市が支店等
の場合は本店所在
地と併記

我孫子市
の従業者
数

／全従業者数）

受付印

（控）

我孫子市が支店等
の場合は本店所在
地と併記

我孫子市の
従業者数

／全従業者数）

受付印

（控用）


